
はじめに

中部圏は モノづくり中部 といわれるように

製造業が盛んな地域である。確かに、トヨタを筆

頭とする自動車産業、亀山という地名がブランド

にまで高められた感のあるシャープ等の電子デバ

イス・エレクトロニクス産業、そして大正時代か

らのこの地の技術を受け継ぐ三菱重工業・川崎重

工業等の航空機産業など、日本を代表する製造業

が目白押しである。それらのイメージがあまりに

強いせいか、中部圏におけるサービス産業はその

陰に隠れ、あまり目立った印象がないのが実情で

ある。しかし、中部圏におけるサービス産業は首

都圏などに次いで活発であり、統計資料でも特に

外食、娯楽業に対する消費意欲が全国に比べて旺

盛であることがわかる。本稿では、前後 回に分

けて中部圏（東海・北陸）のサービス消費・サー

ビス産業の現状と課題を分析したうえで、その将

来を展望していくこととする。

なお、本稿の地域区分は、愛知、岐阜、三重、

静岡の 県を東海、富山、石川、福井の 県を北

陸、東海と北陸をあわせた地域を中部圏とした。

また、 サービス産業 の定義には日本標準産業

分類を用いることとするが、家計調査における分

析においては、光熱費を財・サービス区分の 財

のみとして扱っているため、ここではそれに準ず

るものとした。

中部圏におけるサービス産業の展望 （前編）
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サービス経済化の進展

就業者数の増加からみたサービス経済化

はじめに、日本全体のサービス経済化の進展を

就業者数の推移からみていきたい。表 は全国の

就業者数とその構成比を 年と 年で比較し

たものである。これによると、この 年間に日本

全体の就業者数は 年の 万人から 年

には 万人へ 万人増加した。産業別にみる

と、第 次産業が 万人減、第 次産業が 万

人減といずれも就業者を減らしたのに対し、第

次産業の就業者数は同期間に 万人から

万人と 万人増加した。一方、図 は、全国の

就業者数における産業別構成比の推移を 年か

ら 年ごとに 年まで表したものである。これ

によると第 次産業、第 次産業の就業者数の比

率が年々低下した反面、第 次産業の構成比は

年の ％から徐々に上昇し、 年には

％に達していることがわかる。さらに第 次

産業のなかの産業大分類別でみると、一番増加し

ているのが、 サービス業 で 万人増加し、構

成比も ポイント上昇している。

このように全国の産業構造が変化するなか、東

海、北陸の産業構造はどのように変化したのか。

東海、北陸の就業者数における産業別構成比の推

移（表 、 図 、 ）をみると、やはり、第

次産業、第 次産業の就業者数の比率が年々低

下していくなか、第 次産業就業者数の比率が上

昇していることがわかる。ただし、 年時点で

全国の第 次産業就業者数の比率が に達し

ていたのに比べると、東海は ％、北陸は ％



とやや低い数値となっている。一方、産業大分類

別にみると、第 次産業の就業者で最も増加して

いるのは、全国と同様に サービス業 である。

サービス業 の就業者の増加数は、東海の第

次産業全体の増加数 万人のうちの 割以上を

占める 万人、北陸においても第 次産業全体の

増加数 万人のうちの 割以上を占める 万人が

サービス業 の増加となっている。

全 国 就業者数（万人） 構成比（％） 差（万人） 年 年

年 年 年 年 就業者数 構成比

総 数

第 次産業

農 業

林 業

漁 業

第 次産業

鉱 業

建設業

製造業

第 次産業

電気・ガス等

運輸・通信業

卸売・小売等

金融・保険業

不動産業

サービス業

公 務

分類不能産業

表 就業者数と産業別構成比の推移（全国）

（資料）総務省統計局 国勢調査
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図 就業者数における産業別構成比の推移（全国）

資料）総務省統計局 国勢調査



表 就業者数と産業別構成比の推移（東海）

東 海 就業者数（万人） 構成比（％） 差（万人） 年 年

年 年 年 年 就業者数 構成比

総 数

第 次産業

農 業

林 業

漁 業

第 次産業

鉱 業

建設業

製造業

第 次産業

電気・ガス等

運輸・通信業

卸売・小売等

金融・保険業

不動産業

サービス業

公 務

分類不能産業

（資料）総務省統計局 国勢調査

図 就業者数における産業別構成比の推移（東海）

資料）総務省統計局 国勢調査



表 就業者数と産業別構成比の推移（北陸）

北 陸 就業者数（万人） 構成比（％） 差（万人） 年 年

年 年 年 年 就業者数 構成比

総 数

第 次産業

農 業

林 業

漁 業

第 次産業

鉱業

建設業

製造業

第 次産業

電気・ガス等

運輸・通信業

卸売・小売等

金融・保険業

不動産業

サービス業

公 務

分類不能産業

（資料）総務省統計局 国勢調査

図 就業者数における産業別構成比の推移（北陸）

資料）総務省統計局 国勢調査
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総生産の増加からみたサービス経済化

次に、内閣府経済社会総合研究所の県民経済計

算から算出した総生産における産業別構成比の推

移をみていきたい。全国の名目総生産（県内総生

産の合計）は、 年 兆円から、 年には

兆円に増加し、うち第 次産業の生産額は 兆

円から 兆円へと増加した。一方、同期間にお

ける東海、北陸地域の総生産は、東海が 兆円か

ら 兆円へ、北陸も 兆円から 兆円へとそれぞ

れ増加している。図 は全国・東京を除く全国・

東海・北陸の総生産におけるそれぞれの産業別構

成比の推移であるが、生産額でみた構成比につい

ても、就業者数における構成比の推移と同じく、

第 次産業、第 次産業の比率が低下し、第 次

産業の比率が上昇していることがわかる。東海に

おける第 次産業の構成比は、全国や他地域に比

べ第 次産業の比率が高いため、 年時点で

と全国の よりもかなり低く、北陸の

よりも低いが、就業者数、生産額の両面か

らサービス化の流れは着実に進行しているといえ

よう。

家計調査からみたサービス消費動向

消費支出全体の推移

次に家計調査を用いて、需要サイドからサー

ビス経済化の進展と東海、北陸の消費の動きをみ

ていきたい。なお、家計調査における北陸は富山、

石川、福井に新潟を加えた 県の統計となってい

る。図 は、全国、東海、北陸の 年間の消費支

出総額（農林漁家除く）の推移である。家計の消

費支出は 年から 年までの 年間におい

て、全国、東海、北陸のいずれも増加したが、

年から 年の次の 年間については北陸だけが

増加し、全国、東海では減少となっている。これ

は 年代の 失われた 年 と呼ばれるバブル

崩壊後の経済の停滞を反映したものと考えられ

る。なお、 年の 世帯当たりの ヶ月の消費

支出を実額でみると、全国が 万 円、東海が

万 円、北陸が 万円と、北陸が一番大きい。

富山県などの北陸では、 世代同居世帯の割合が

高く、子育ての分担等により女性が働きやすいた

め共働き率が高いことなどから消費支出が多いも

のとみられる。（表 ）

図 総生産における産業別構成比の推移（全国・東海・北陸）

資料）内閣府経済社会総合研究所 県民経済計算



   

   
  

サービス支出構成比の推移

次にサービス支出構成比の推移をみてみよう。

家計調査においては、例えば食料の場合、食料を

購入して自宅で食事をすれば財支出となり、レス

トラン等で外食すればサービス支出となる。従っ

て、前述のサービス経済化という流れは家計の支

出という観点でみると、新しいサービスに対する

支出の増加によるものに加え、例えば 外食の増

加 即ち財支出からサービス支出へのシフトに

よっても進むことになる。図 は家計調査の各地

域の財・サービス合計支出に占めるサービス支出

の構成比を示したものである。全国のサービス支

出構成比は、 年の から 年後の 年

には 、 年後の 年には と着実に

上昇している。東海においてもこの割合は、

年の から 年 、 年 、北

陸においても 年の から 年 、

年 と着実に上昇している。

表 は、サービス支出を 費目（食料、住居、

家具・家事用品、被服及び履物、保健医療、交通・

通信、教育、教養娯楽、諸雑費）に分類し、それ

ぞれの費目について、 年と 年のサービス

支出構成比（各費目別サービス支出構成比 各費

目別サービス消費支出 （各費目別財消費支出

各費目別サービス消費支出））の推移を表したも

のである。全国でサービス構成比が低下したのは

住居サービス（ ）と被服及び履物サービ

ス（ ）である。住居サービスについては、

東海（ ）、北陸（ ）も同様に低下し

ているが、これは 等の影響により、相対的に

財（設備材料費）支出の増加が大きかったこと等

が要因であると考えられる。被服及び履物サービ

スの割合についても、全国（ ）、東海（

）、北陸（ ）いずれも低下しており、

これは被服関連サービスの洗濯代等の減少による

ものである。食料サービスにおいては、東海（

）の上昇が全国（ ）を上回っており、

一般外食の増加による影響が大きいと考えられ

る。また、交通・通信サービスは、全国（ ）、

東海（ ）、 北陸（ ）いずれも上昇

幅が大きく、これは移動電話通信料の増加が影響

図 消費支出の推移

資料 総務省統計局 家計調査

表 一般世帯に占める共働き世帯率（％）（ 年）

資料）総務省 統計局

全 国 富 山 県 石 川 県 福 井 県

レポート



  
 

  

 

   

している。教養娯楽サービスは、パック旅行費、

入場・ゲーム・観覧代の増加の影響が大きい。諸

雑費サービスについては、北陸（ ）の上

昇は、理美容サービス、信仰、婚礼、葬儀関係費

用などの増加が大きいが、東海（ ）は、

葬儀関係費用等が減少した影響でマイナスとなっ

ている。

項目別サービス支出の動向

食料サービス支出

以上、東海、北陸のサービス経済化の状況を、

財支出からサービス支出へのシフトという観点も

含めて概観したが、次に東海地方のサービス支出

の詳細を項目別にみていきたい。まず、食料サー

ビスについてであるが、家計調査でいう食料サー

ビスのほとんどは、一般外食と学校給食、そして

賄い費（寮などの食事代）の つからなる 外食

であり、この一般外食のなかに食事代という項目

図 サービス支出構成比の推移

資料 総務省統計局 家計調査
サービス支出構成比 サービス消費支出 （財消費支出 サービス消費支出）

表 各費目別 サービス支出構成比の推移（ 年 年）

全国 東海 北陸

サービス支出構成比（％） 増減 増減 増減

食料サービス

住居サービス

家具・家事用品サービス

被服及び履物サービス

保健医療サービス

交通・通信サービス

教育サービス

教養娯楽サービス

諸雑費サービス

資料）総務省統計局 家計調査

各費目別サービス支出構成比 各費目別サービス支出 （各費目別財消費支出 各費目別サービス消費支出）



名で、日本そば・うどん、中華そば、他のめん類

外食、すし（外食）、和食、中華食、洋食、ハンバー

ガー、他の主食的外食、喫茶代、飲酒代の 項目

がある。表 は、 年家計調査（農林漁家含む）

により、地域ごとの外食に使った年間支出額を項

目別に表したものである。これをみると、食料サー

ビス支出の 割以上を占める一般外食・食事代の

支出は、関東、東海、近畿という大都市圏を含む

つの地域が飲食店舗数の多さなどもあり、他の

地域よりも高いことがわかる。このうち東海の外

食支出は 円で、関東 円に次いで多

く、各項目の地域別の金額も第 位のものが多い。

すし（ 円で全国平均 円の 倍）、和

食（ 円は全国平均 円の 倍）、喫

茶代、飲酒代（全国平均の 倍。関東の

円を上回る 円）がそれに該当し、これらの

項目は、支出額、構成比ともに全国 位となって

いる。

特に喫茶代については、支出額、消費支出に占

める構成比とも全国平均の約 倍と高い水準にあ

る。名古屋では喫茶店にモーニングサービスと呼

ばれる朝食メニューがあり、よく利用されている

が、愛知県のほかにも岐阜県の諸都市でもこの

モーニングサービスを取り入れている喫茶店が多

い。休日の朝、家族そろってクルマで喫茶店に出

かける風景はこの地方特有のものといわれ、こう

した行動が家計調査の数字にも表れていると考え

られる。このようなライフスタイル、消費文化は、

中部圏がクルマ中心の社会であること、三世代同

居の世帯数が多いこと、喫茶店を始めとする飲食

店が多いこと、基本的に外食が好きであることな

どいくつもの要因が関係しているものと思われ

る。なお、愛知県の三世代世帯の総世帯に占める

割合は都道府県順位こそ第 位と低いが、三世代

世数そのものは 万世帯で全国 位、静岡は 万

世帯と世帯数で全国第 位となっている。（表 ）

表 地域別項目別外食支出（ 年） （単位 円）

外食費 そば うどん 中華そば 他のめん類 すし（外食） 和食 中華食 洋食 ハンバーガー 他の主食的 喫茶代 飲酒代

全 国

北 海 道

東 北

関 東

北 陸

東 海

近 畿

中 国

四 国

九 州

資料）総務省統計局 家計調査

表 三世代世帯数と総世帯に占める構成比（ 年）

全 国 富山県 石川県 福井県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

三世代世帯数

都道府県順位

構 成 比 ％

都道府県順位

資料）総務省 統計局 年 国勢調査

レポート



教養娯楽サービス支出

家計調査における教養娯楽サービス支出は、宿

泊料、パック旅行費、月謝類、放送受信料、入場・

観覧・ゲーム代などの項目からなる。

東海における教養娯楽サービスに対する年間支

出額は 円と関東の 円についで

位、全国平均 円の 倍となっている。

また、東海の教養娯楽サービスを各項目別にみて

も、支出の比率が全国に比べて高いものが多く、

例えば、パック旅行費、月謝類については関東に

ついで 位、パック旅行費のうち国内パック旅行

費が 位（ 位は関東）で、支出額 円は全

国平均 円の 倍となっている。（表 ）

月謝類のなかでは、音楽月謝は 位 円で

全国平均 円の 倍、スポーツ月謝 円

は関東の 円に次いで 位で全国平均

円の 倍などとなっている。（表 ）また、金

額は少ないが、家事月謝 円も全国 位、他の

教養娯楽についても 円と関東の 円

についで 位、うち入場・観覧・ゲーム代が

円で全国 位、全国平均 円の 倍

となっている。この入場・観覧・ゲーム代のなか

にはパチンコ代を含む他の入場・ゲーム代という

項目があり、その東海における年間支出額は

円で、全国平均 円の 倍と際だっ

て多くなっている。（表 ）なお、平成 年サー

ビス業基本調査によると、パチンコホールなどの

娯楽業の収入は全国で 兆円だが、パチンコ

パック旅行費 国内パック 外国パック

全 国

北 海 道

東 北

関 東

北 陸

東 海

近 畿

中 国

四 国

九 州

表 地域別パック旅行費（ 年） （単位 円）

資料）総務省統計局 家計調査

月謝類 語学月謝 他の教育的 音楽月謝 他の教養的 スポーツ月謝 自動車教習料 家事月謝 他の月謝類

全 国

北 海 道

東 北

関 東

北 陸

東 海

近 畿

中 国

四 国

九 州

表 地域別月謝類の支出（ 年） （単位 円）

資料）総務省統計局 家計調査

入場・観覧代 他の入場 ゲーム代 その他

全 国

北 海 道

東 北

関 東

北 陸

東 海

近 畿

中 国

四 国

九 州

表 地域別入場 観覧代 ゲーム代と他の入場ゲーム代（ 年） （単位 円）

資料）総務省統計局 家計調査



 

ホールの収入は 兆円と娯楽業収入の大半を占

めている。東海 県を合計すると娯楽業収入、パ

チンコ業収入とも東京都を上回っている。（表 ）

また、図 は各地域の勤労世帯一世帯あたりの

所得（可処分所得）と教養娯楽サービス支出の相

関関係を表したものであるが、東海は所得水準以

上に教養娯楽サービス支出の比率が高く、また北

陸は所得水準の割には教養娯楽サービス支出が低

くなっている。一般に所得が高いほど支出は高く

なると考えられるが、東海地方では、教養娯楽サー

ビスや食料サービスにおける消費支出は所得水準

以上に支出割合が高いといえる。

交通・通信サービス

東海における交通・通信費サービスに対する年

間支出額は 円で、関東 円についで

位、全国平均 円を若干上回っている。

北陸は 円で全国平均を 円ほど下

回っている。各項目別にみると、有料道路代は全

国平均 円、関東 円に対して東海が

位の 円、北陸が 位の 円と全国、関

東を上回る額となっている。鉄道運賃（通勤通学

定期代等）は、全国平均 円に対して、東海

はほぼ平均並の 円、北陸は 円とかな

り低い支出額にとどまっている。（関東は

収入額（ 万円）
人口（人）

収入額 人口（円）

娯楽業 パチンコ 娯楽業 パチンコ

全 国

東 京

富 山 県

石 川 県

福 井 県

北 陸

岐 阜 県

静 岡 県

愛 知 県

三 重 県

東 海

東 京

北 陸

東 海

表 娯楽業、パチンコホール収入額

資料）総務省統計局 年サービス業基本調査より作成（人口は 年国勢調査の人口を使用）

図 可処分所得と教養娯楽サービス支出の関係（ 年）

資料）総務省統計局 家計調査
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円で全国 位）

また、自動車保険（任意）については全国平均

円、関東 円に対して、 位北陸

円、 位東海 円と全国、関東をいずれも上

回っている。一方で、駐車場借料は、全国平均

円に対して東海がほぼ平均並の 円

で、北陸は 円と全国平均の半分程度の額と

なっている。駐車場借料については、 位近畿

円、 位関東 円と大都市圏が高い額

となっている。

ちなみに財支出に分類されるが、自動車購入費

用は全国平均 円、関東 円に対して、

位東海 円、 位北陸 円と全国、

関東をいずれも上回っている。ガソリン代につい

ても全国平均 円、関東 円に対して、

位北陸 円、東海 円となっており、

この地域のクルマ関連支出が財・サービスとも多

いことを示している。（表 ）

また、携帯電話料金を含む移動電話通信料は全

国平均 円、関東 円に対して、東海が

全国平均を若干上回る 円、北陸が全国 位

の 円となっている。表 、 は東海、北陸

各県の携帯電話とパソコンの世帯当たりの普及状

況を示したものであるが、 年の時点では福井

県が都道府県別で第 位の普及率となっているの

を始め、携帯電話、パソコンともにこの地域は概

ね高い普及率となっている。

交通・通信費サービス支出を、対平均所得でみ

ると、東海はほぼ全国平均、北陸はそれよりやや

低い水準となっている。

諸雑費サービス支出

北陸における消費支出の特徴として、全体の金

額は多いがサービス支出の構成比がそれほど高く

ないことは前述の通りである。ここでは北陸の

サービス支出の項目別の特徴をみてみたい。北陸

地方のサービス支出の大きな特徴は、諸雑費サー

ビス支出が多いことである。（表 ）諸雑費サー

ビス支出の内訳を詳しくみると、理美容に対する

支出が 円と関東の 円を上回る金額で

全国 位、全国平均 円の 倍となってい

る。その他諸雑費のなかでは、信仰・祭祀費、婚

礼関係費、葬儀関係費、介護サービスなどが多い。

信仰・祭祀費 円は、全国平均 円の

倍で全国 位、葬儀関係費 円は全国平

均 円の 倍で中国 円に次いで 位、

自動車関係費用 財 サービス

全 国

北 海 道

東 北

関 東

北 陸

東 海

近 畿

中 国

四 国

九 州

表 地域別自動車等関係費用 （ 年） （単位 円）

資料）総務省統計局 家計調査

表 千世帯当たりの携帯電話所有数量（ 含む）（ 年）

資料）総務省統計局

年 全 国 富 山 県 石 川 県 福 井 県 岐 阜 県 静 岡 県 愛 知 県 三 重 県

台 千 世 帯

都道府県順位

表 千世帯当たりのパソコン所有数量（ 年）

資料）総務省統計局

年 全 国 富 山 県 石 川 県 福 井 県 岐 阜 県 静 岡 県 愛 知 県 三 重 県

台 千 世 帯

都道府県順位



婚礼関係費 円は全国平均 円の 倍で

四国 円に次いで 位となっている。介護

サービスの 円も全国平均 円の 倍で

中国 円に次いで 位となっている。また、

所得との対比でみても北陸の諸雑費サービス支出

は大きいことがいえる。

ちなみに、 年特定サービス産業実態調査に

よると、葬儀 件当たりの売上高は、全国平均

万円に対して、富山 万円（全国 位）、石川

万円と、北陸 県が高い水準を示している。東海

において娯楽関連サービスへの消費指向が高いこ

とと比較すると、北陸では伝統的な行事のサービ

スにお金を使うという傾向が読みとれる。

以上みてきたように、東海、北陸地方において

は消費面においてサービス化の進展が進むなか、

東海地方は食料サービス、教養娯楽サービス等の

比率が高水準にあることがわかった。また、北陸

では、諸雑費サービスが顕著であった。東海の消

費性向を表すキーワードは 外食 、 クルマ レ

ジャー 、一方、北陸は クルマ 冠婚葬

祭 などとなろうが、どちらも、消費における自

動車関連の存在が大きい点は共通しているようで

ある。

企業向けサービス産業の現状

以上、家計調査により東海・北陸地方の個人の

サービス支出、個人のサービス需要の現状とその

特徴をみてきた。次に供給側の統計である経済産

業省の特定サービス産業実態調査を用いて、企業

向けサービス産業の状況を探ってみたい。ここで

は、ビジネス支援産業とよばれる 業種、すなわ

ち毎年調査の物品賃貸業と情報サービス業の 業

種と、 年周期調査の広告業、エンジニアリング

業、デザイン業、環境計量証明業、ディスプレイ

業、機械設計業、研究開発支援検査分析業、テレ

マーケティング業の 業種についてみることにす

る。（調査対象業種の定義については付表参照）

ビジネス支援産業の概況

我が国のビジネス支援産業 業種の事業規模

は、事業所数 、就業者数 万人、売上高

は 兆円となっている。これらの産業の特徴と

しては、以下の つがあげられる。（表 ）

情報サービス産業、エンジニアリング業、物

品賃貸業の 業種で就業者数、売上高とも全体

の約 割を占めている。

就業者 人当たりの売上高は物品賃貸業が群

を抜いて高くて 億 万円、 位広告業が

万円、最下位はテレマーケティング業で

万円と業種間の差が大きい。

いずれの業種も東京都が強く、情報サービス

業、広告業、ディスプレイ業、テレマーケティ

表 地域別主な諸雑費サービス支出（ 年） （単位 円）

資料）総務省統計局 家計調査

理美容 信仰・祭祀費 婚礼関係費 葬儀関係費 介護

全 国

北 海 道

東 北

関 東

北 陸

東 海

近 畿

中 国

四 国

九 州
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ング業においては売上高の全国シェア ％以上

を占めている。

（当調査の売上高は本社一括計上ではなく、事

業所単位で行われたものである。）

東海、北陸のビジネス支援産業

東海のビジネス支援産業 業種（上記の 業種

から都道府県別統計のないエンジニアリング業を

除いたもの）の事業規模は、事業所数 、就

業者数 万人、売上高 兆円、北陸のビジネス

支援産業 業種の事業規模は、事業所数 、就

業者数 万人、売上高 兆円となっている。東

海、北陸におけるビジネス支援産業の特徴は、以

下の通りである。（表 ）

東海、北陸両地方とも、物品賃貸業、情報サー

ビス産業、広告業の 業種が就業者数、売上高

とも全体の約 割以上を占めている。

就業者一人当たりの売上高は物品賃貸業が群

を抜いて高くて東海 億 万円、北陸 万

円、 位が広告業で東海 万円、北陸

万円、最下位はテレマーケティング業で東海

万円、北陸 万円と業種間の差が大きい。

表 ビジネス支援産業 業種の全国の概況

資料）経済産業省 年 特定サービス産業実態調査

事業所数 就業者数（人） 売上高（億円）

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

物 品 賃 貸 業

情 報 サー ビ ス 業

広 告 業

エンジニアリング業

デ ザ イ ン 業

環 境 計 量 証 明 業

デ ィ ス プ レ イ 業

機 械 設 計 業

研究開発支援検査分析業

テレマーケティング業

合 計

表 ビジネス支援産業 業種売上高（全国、東京、東海、北陸）

資料） 年 特定サービス産業実態調査

売上高（億円）
全国 東京 東海 北陸

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

物 品 賃 貸 業

情 報 サー ビ ス 業

広 告 業

エンジニアリング業

デ ザ イ ン 業

環 境 計 量 証 明 業

ディ ス プ レ イ 業

機 械 設 計 業

研究開発支援検査分析業

テレマーケティング業



次に売上高についてみると、東海の売上高 位

は物品賃貸業約 億円、 位は情報サービス

業 億円。 位は広告業 億円となってお

り、この順位はエンジニアリング業を除いた全国

の順位と同じである。一方、相対的にウェイトが

大きい業種としては、機械設計業、環境計量証明

業の つがあげられる。

機械設計業の売上高は 億円で、東京の売上

高 億円を上回っている。一方、環境計量証明

業は 億円と東京 億円にほぼ匹敵する金額と

なっている。（表 ）それぞれの業種を対全国シェ

アでみていくと、物品賃貸業が ％、情報サー

ビス業が ％、広告業が ％と売上高の多い

業種はいずれも、 ％未満のシェアである。全国

シェアで 番高い業種は機械設計業で ％、

番目がデザイン業の ％となっている。北陸の

売上高の多い順番でみていくと、物品賃貸業

億円、情報サービス産業 億円、広告業 億

円となっており、デザイン業など残りの業種は

億円未満の売上高しかない。対全国シェアはいず

れも ％未満となっている。

なお、これらの産業について、東京を除いた全

国における東海・北陸のシェアをみると、それぞ

れ 、 となる。これを、第 次産業県内

総生産の対全国シェア東海 、北陸 と比

較すると、東京を含む全国では下回っているもの

の、東京を除く全国比では健闘している姿がみえ

てくる。

表 は情報サービス産業の 年の都道府県別

状況であるが、東京の売上高は 兆円、全国シェ

アは ％と、さらに東京一極集中の度合いが強

い。東京以外の売上高（全国シェア）をみると、

神奈川県 兆円（ ）、大阪府 兆円（ ）、

愛知県 兆円（ ）の順になっており、その

他のほとんどの県において売上高の全国シェアは

％未満である。就業者 人当たりの売上高を比

較しても全国平均 万円に対して、東海 県

平均 万円、北陸 県平均 万円とともに

低い水準である。県別にみるとこの地域では愛知

県が唯一 万円を越えるのみで、他の東海、

北陸各県はいずれも 万円未満にとどまって

いる。なお、就業者 人当たり売上高については、

京都府が 万円と東京の 万円を上回る高

水準となっている。京都府には、世界的なゲーム

ソフト制作企業があり、その売上高が就業者 人

当たりの売上高を大きく押し上げているようだ。

売上高の大きな情報サービス業に関しても、売

上高の対全国シェアが東海で ％、北陸で ％

となっており、東京を除く第 次産業県内総生産

と比較すると、両地域ともに低い水準であるが、

東京除きでは 、 と健闘している。

一方、情報サービス産業のサービスを受ける側

の企業の業種別内訳である契約先産業別売上高を

みると、東海全体の売上高 億円のうち、対

製造業向けが 億円、対同業者向けが 億

円と多く、両者でほぼ全体の半分を占めている。

一方、北陸は、全体の売上高 億円のうち、

対同業者向け 億円、対公務向け 億円の順と

なっている。全国では、 兆 億円のうち、

対製造業向けが 兆 億円、対金融・保険業向

けが 兆 億円という順位である。各地域の

情報サービス業の売上高全体に占める構成比をみ

ると、対製造業向けは全国 ％、東京 に

対して東海は ％と高い。一方、北陸は ％

と低い。東海の場合、全国平均より低い業種は対

卸売・小売向け、対金融・保険向けなどとなって

いる。（表 ）

次に、地域別売上高の業種別構成比でみると、

全国、東海、北陸とも 割以上が受注ソフトウェ

ア開発である。情報処理サービスでは全国 ％

に対して、東海が ％と高い。ソフトウェアプ

ロダクツに関しては、全国 ％に対して北陸が

％とやや高い数値となっている。システム等

管理運営受託は全国 ％に対して東海 ％、

北陸 ％とともに低くなっている。（表 ）

以上のように、対企業向けともいえるビジネス

支援サービス産業は、東京の全国シェアが圧倒的

に高くて強い。特に、金融・保険等のソフトウェ
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区 分 事業所数
就 業 者 数
（人）

年間売上高
（百万円）

就業者 人当たり
年間売上高（万円）

構成比（％）
事業所数

構成比（％）
就業者数

構成比（％）
年間売上高

全 国 計
北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田
山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬
埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟
富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野
岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀
京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山
鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口
徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡
佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎
鹿 児 島
沖 縄

東 京
神 奈 川

愛 知

大 阪

資料） 年 特定サービス産業実態調査

表 情報サービス業 都道府県別売上高等



表 情報サービス業 契約先産業別売上高と各地域別売上高に占める構成比

売上高
（百万円） 製造業 卸売・

小売業
建設・
不動産業

金融・
保険業

情報通信業
（同業者を除く）

電気・ガ
ス・水道 サービス業 公務 同業者 その他

全国計

東 京

富 山

石 川

福 井

北 陸

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

東 海

構 成 比
（％） 製造業 卸売・

小売業
建設・
不動産業

金融・
保険業

情報通信業
（同業者を除く）

電気・ガ
ス・水道 サービス業 公務 同業者 その他

全国計

東 京

富 山

石 川

福 井

北 陸

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

東 海

表 情報サービス業 業務種類別年間売上高と各地域別売上高に占める構成比

年間売上高 情報処理
サービス

受注ソフト
ウェア開発

ソフトウエア
プロダクツ

システム等
管理運営受託

データベース
・サービス 各種調査 その他

全 国 計

東 京

富 山

石 川

福 井

北 陸

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

東 海

資料） 年 特定サービス産業実態調査

資料） 年 特定サービス産業実態調査

年間売上高 情報処理
サービス

受注ソフト
ウェア開発

ソフトウエア
プロダクツ

システム等
管理運営受託

データベース
・サービス 各種調査 その他

全 国 計

東 京

富 山

石 川

福 井

北 陸

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

東 海
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アをはじめとするシステム開発に強い。東海は、

盛んな製造業に引っ張られて、機械設計業の全国

シェアがやや高い程度であり、売上規模も小さい。

サービス業において東京への一極集中の傾向があ

る点については、 通信ネットワークの恩恵を最

も享受するはずの情報サービス産業すら、東京に

集中している。最大顧客である大企業本部の東京

集中、日本的下請け構造に立脚する業務手順、専

用線による企業内 （ ）構

築の高負担、地方の情報関連人材の不足などに主

原因があると思われる。（ 年独立行政法人労

働政策研究・研修機構 戦略的都市雇用政策の課

題に関する基礎的研究）との指摘がある。つまり、

以前からみられた東京への本社集中が、集積の利

益を拡大しながら現在まで継続していること、そ

して 化は進行しているが、いまだ東京から地

方へ本社を分散させるほどの大きな影響力をもち

えていないということであろう。

以上、主に中部圏のサービス経済化の進展と

サービス産業の現状について、就業者数、総生産、

消費動向、企業向けサービス産業の地域別動向な

どからみてきた。中部圏は製造業をはじめとする

第 次産業の比重が大きいため、サービス業は相

対的に小さくみえる。当地域のサービス経済化は

着実に進展している面がある一方、企業向けサー

ビスにおいては健闘しているが、東京一極集中傾

向が強く、十分な伸張をみるに至っていないこと

がわかる。

次回の後編では、こうしたサービス消費、サー

ビス産業の現状を踏まえて、中部圏特有の発展条

件や課題を明らかにしたうえで、中部圏における

サービス産業の発展可能性を展望したい。



付表

特定サービス産業実態調査
調査対象業種の定義

毎年調査業種

物品賃貸業

物品賃貸業とは、各種の産業で使用される生産

設備・機械器具や建設工事に用いる建設機械器具

又は、事務用機械器具、コンピュータ（電子計算

機）・同関連機器のリース・レンタルを行う事業

所をいう。 ただし、自動車、スポーツ・娯楽用

品のみの賃貸業務を扱う事業所、いわゆる レン

タカーショップ 、 貸衣しょう店 、 レンタルビ

デオ・ 店 等は含まれない。 リース とは

物品を使用する期間が一年を超え、契約期間中に

解約の申入れができないものをいい、レンタル

とは リース 以外の賃貸契約をいう。 なお、

平成 年調査から、調査対象範囲を市区部から郡

部を含めた全国の事業所へ拡大した。

情報サービス業

情報サービス業とは、 コンピュータ（電子計

算機）のプログラムの作成及びその作成に関する

調査・分析・助言等のサービス、 コンピュータ

を用いて委託された計算を行うサービス、 コン

ピュータ処理用にデータを電子媒体等に書き込む

サービス、 各種のデータを収集・加工・蓄積し、

情報として提供するサービス、 ユーザーの情報

処理システム、コンピュータ室などの管理運営

サービス、 市場調査やシンクタンク業務などの

情報サービス業務を営む事業所をいう。 なお、

平成 年調査から、調査対象範囲を市区部から郡

部を含めた全国の事業所へ拡大した。

年周期調査業種

ビジネス支援産業（平成 ・ 年調査）

広告業

広告業とは、 新聞、雑誌、テレビ、ラジオ、

その他の広告媒体企業と契約し、依頼人のために

広告を業務として行っている事業所、 屋外にお

いて広告物の表示を業務として行っている事業

所、 折込み広告、ダイレクトメール、その他の

広告サービス業務を営む事業所をいう。

エンジニアリング業

エンジニアリング業とは、顧客の要請に応じ、

技術、材料、機器、設備などを有機的に統合する

ことにより、高度な機能を果たす施設を完成させ

ることに関連し、必要となる事前コンサルティン

グ、基本設計、詳細設計、調達、建設、据付、試

運転、操業保全など一連の業務のすべて又はいく

つかの組み合わせを、自ら若しくは外部の事業者

を利用して行う業務を行っている企業をいう。

なお、機械設計、船舶製造、建設工事など単独の

業務を行っている企業やコンサルティング専門会

社、総合建設会社（ゼネコン）、総合商社などは

調査対象とならない。（企業単位の調査のため、

都道府県集計は行っていない。）

デザイン業

デザイン業とは、顧客の要請に応じ、工業的・

商業的製品又はその他の造形物、装飾の製造・製

作に関し、販売を目的に用途、材質、製作法、形

状、色彩、模様、配置、照明などについて設計、

表現する業務を営む事業所をいう。

なお、個人が副業的にデザイン業務を行うもの

や、デザイン業務を行っているが、そのデザイン

により製造・販売までを一貫して行う事業所（衣

服製造業、漆器製造業など）は、調査対象となら

ない。

環境計量証明業

環境計量証明業とは、顧客の要請により、環境

の状態に関して濃度、騒音レベル、振動レベルな

どを計量し、その結果の証明（証明行為の形式は

問わない）を行う業務を営む事業所をいう。調査

の対象となる環境計量証明業とは、 大気環境測

定分析業、 作業環境測定分析業、 土壌汚染測

定分析業、 水質汚濁測定分析業、 騒音環境測
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定分析業、 建築物内環境測定分析業などの各業

種をいう。 なお、質量計量証明業、長さ・面積

計量証明業などの一般計量証明業、金属・鉱物分

析業、質量証明業、環境以外の濃度計量証明業、

また、自企業内の測定分析のみを行っている事業

所は調査対象とならない。

ディスプレイ業

ディスプレイ業とは、販売促進、教育啓発、情

報伝達などを目的として、店舗、博覧会会場、イ

ベント会場などの展示などに係わる調査、企画、

設計、展示、構成、制作、施工、監理などを一貫

して請け負い、これら施設の内・外装、展示装置、

機械設備（音響、映像など）を総合的に構成演出

する業務を営む事業所（ディスプレイ業務を一貫

して請け負うものに限る）をいう。

機械設計業

機械設計業とは、顧客の要請により、機械、電

気工学を基本として創意、考案し、機械の物理的

実体の具体的構造を決定して、その機械を製造す

るための計画組立図面及び設計書等の作成並びに

作成可能な詳細図面を作成する業務を営む事業所

をいう。 なお、エンジニアリング業、機械設計

から製造までを一貫して行う事業所、自社の機械

製造を行うための機械設計業務のみを行っている

事業所は調査対象とはならない。

研究開発支援検査分析業

研究開発支援検査分析業とは、製造業者、研究

機関等が研究開発を行う際に必要とする支援業務

（各種検査・分析及び試料等の試作を、受託に基

づき提供する業務）を営む事業所をいう。

テレマーケティング業

テレマーケティング業とは、受託を請け、電話

回線（インターネットを含む）を用いて発信業務

又は受信業務若しくはその双方を代行する（電話

による秘書代行業務を含む）業務を行っている事

業所をいう。


